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研究成果の概要（和文）：本研究は、経営学のアプローチと政治学・行政学のアプローチとを接合したアプロー
チにより、地域における産官学連携、起業、産業集積の調査、研究を行った。研究期間内で合計20地域の調査を
実施した。
本研究の調査では、地域により地方行政の産官学連携、起業、産業集積の政策、予算、制度は、かなり幅があり
異なる部分も存在することが明らかになり、企業等の組織が産官学連携、起業、産業集積を進めるためには、地
方行政の政策、予算、制度に合った組織体制の構築やマネジメントを行う重要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study investigated and researched industry-government-academia 
collaboration, entrepreneurship and industrial clusters in local region through an approach that 
joined the approaches of business administration and political science and public administration. A 
total of 20 regions were surveyed during the study period.
The research revealed that the policies, budgets and systems for industry-government-academia 
collaboration, entrepreneurship and industrial clusters of local governments varied considerably 
from region to region. The study suggested the importance of building organizational structures and 
management that match the policies, budgets and systems of local governments in order for companies 
and other organizations to promote industry-government-academia collaboration,entrepreneurship and 
industrial clusters. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本及び世界の多くの地域で地方の衰退を防ぎ、地域経済の活性化を図るために、産官学連携、起業の促進と産
業集積を形成することが目指されており、経営学だけでなく政治学・行政学の分野においても重要な研究領域の
一つとなっている。本研究は、経営学のアプローチと政治学・行政学のアプローチとを接合したアプローチによ
り合計20地域で調査、分析を行ったことに学術的意義があると考える。また、本研究は、地域における行政、企
業等の現場の方々との対話、フイードバックを通して研究を行ったため、社会的、実務的意義もあると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
日本及び世界の多くの地域で、地方の衰退を防ぎ、地域経済の活性化を図るために、産官学連

携、起業のより一層の推進とそれに伴う産業集積を形成することが目指されている。経営学の分
野においても産官学連携、起業、産業集積に関する研究が積み重ねられてきた。 
経営学のアプローチでは、産官学連携、起業、産業集積のメカニズムを解明するために、主に

そのマネジメントの分析に焦点が当てられてきた。ただし、産官学連携、起業、産業集積が成功
するかどうかは政治的、行政的要因も大きい。特に地方ではその影響が大きいと考えられる。し
かし、経営学では地方行政の政策・制度、予算とマネジメントとの関連についてはあまり分析の
焦点が当てられていなかったと考える。 
地方行政の政策・制度、予算については、政治学・行政学の分野で研究が行われてきた。ただ

し、政治学・行政学では、主に政策・制度、政策過程、政策評価の分析に焦点が当てられ、マネ
ジメントにはあまり焦点が当てられていなかった。 
例えば、政策評価の分析では、予算執行など政策の実行状況（アウトプット）ではなく政策の

成果（アウトカム）に重点を置く。起業支援の政策については、起業数を成果の変数とする。し
かし、たとえその地域の起業数が増加したとしても、地方行政の政策・制度が本当に有効だった
のかどうか、それ以外の要因はどのように作用したのか、このようなことを検討するためには、
起業した企業の実態を見ていく必要がある。 
その一方で、当然のことながら地方行政の政策・制度だけでは起業は成功しない。従って、ど

のような組織、どのようなマネジメントならば、政策・制度をより良く活用し、起業を成功させ
ることができるのかについても合わせて分析する必要がある。 
本研究は、このような問題意識に立脚し、政治学・行政学と経営学との接合によるアプローチ、

研究が必要であると考え、研究を企画した。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、経営学のアプローチと政治学・行政学のアプローチとを接合したアプローチ

により、地域における産官学連携、起業、産業集積について調査、分析することである。本研究
では、特に地方における行政機関の政策、予算、制度、歴史とその地方の産官学連携、起業、産
業集積の状況に着目し研究を行った。 
 
３．研究の方法 
 本研究の研究期間は、2020 年 4 月から 2024 年 3 月であった。しかし、2020 年 4 月に新型コロ
ナウイルス対策の特別措置法に基づく緊急事態宣言が日本政府から発令され、その後も新型コ
ロナウイルスのため、現地フィールド調査ができなくなるなど何度も研究計画の見直しを与儀
なくされた。現地フィールド調査ができない状況が続いたため、2021 年度からは、Zoom 等を用
いたオンライン調査を試行、開始した。都道府県をまたいだ本格的な現地フィールド調査の実施
が可能になったのは、新型コロナウイルスの５類移行後の 2023 年 5 月からであった。 
本研究は、まず、産官学連携、起業、産業集積、研究方法に関連する文献レビューを政治学・

行政学と経営学との両面で行い、政治学・行政学と経営学との接合を図り、次に地域での調査を
実施した。 
オンライン調査も含め、本研究で調査を行った地域は合計 20 地域である。本格的な調査を行

った地域は、北海道札幌市(ＩＴ・バイオ)、山形県鶴岡市（バイオ）、福島県会津若松市（ＩＴ）、
新潟県新潟市（農業・機械）、長岡市（機械・エレクトロニクス）、三条市・燕市（金属製品製造・
加工業）、静岡県東部地域（機械・医療・健康関連）、中部地域（食品関連）、浜松地域（光・電
子技術関連・医療）、愛知県大口町（機械）、関西国際戦略総合特区（医療関連）、徳島県徳島市
（ＬＥＤ・バイオ）、福岡県北九州市（機械・エレクトロニクス）、福岡市（ＩＴ・バイオ）、鹿
児島県鹿児島市・霧島市（農業・バイオ）、沖縄県那覇市（ＩＴ・バイオ）の 16 地域である。（ ）
内は、各地域で主な調査対象とした産業である。探索的な調査を行った地域は、富山県富山市、
岐阜県岐阜市、愛知県豊田市、三重県鳥羽市の 4地域である。 
 調査対象とした地域は、産官学連携、起業、産業集積などに関する地方行政機関の取り組み方
やその地域の産官学連携、起業、産業集積の状況から選択した。 
各地域の調査では、県庁、市役所といった地方行政機関、産業支援機構などの公益財団法人、

商工会議所、大学、大学発ベンチャー、現地企業、金融機関等にアポイントメントを取り、イン
タビュー調査（オンライン調査含む）、フィールド調査、行政・企業資料など必要な資料の収集
を実施した。インタビュー調査、フィールド調査の結果については、各調査後、質的分析ソフト
等を用い、整理、分析を行い、その後、行政・企業資料等の資料とともに地域毎にまとめ、デー
タベース化を図った。 
 
４．研究成果 
本研究では、地域により地方行政の産官学連携、起業、産業集積の政策、予算、制度は、かな



り幅があり異なる部分も存在することが明らかになり、企業等の組織が産官学連携、起業、産業
集積を進めるためには、地方行政の政策、予算、制度に合った組織体制の構築やマネジメントを
行う重要性が示唆された。 
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